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事故調査との係り

 鉄道事故調査・対策等の検討会等
 2000.3 日比谷線脱線衝突事故

 2004.8 万葉線脱線事故

 2011.5 石勝線脱線火災事故

 2022.3  東北新幹線脱線事故

 2022.11 宇都宮LRT脱線

 航空・鉄道事故調査委員会、運輸安全委員会（専門委員）
 2004.10 上越新幹線脱線事故

 2005.4 福知山線脱線転覆事故

 2011.3 東北新幹線脱線事故

 2016.4  九州新幹線脱線事故

 自動運転車事故調査委員会（委員長）
 2021.8  パラリンピック選手村内中型バスの接触事故



その他の関係活動

 日本学術会議 連携委員

 総合工学研究委員会 安全・安心・リスク検討分科会
長

 物流・自動車局整備課 OBD車検制度検討

 座長

 自動車製造物責任相談センター

 審査委員

 鉄道技術総合研究所 鉄道技術推進センター

 安全データベース検討委員会委員長



自動運転車事故調査委員会

 警察庁、国土交通省（自動車局・道路局）が委託

 交通事故総合分析センターが受託

 令和2年度発足

 原則としてL3以上の自動運転車の事故を対象

 パラリンピック選手村内中型バスの接触事故
（東京都中央区）

 2021.8.26 発生

 2023.9.5 公表



メンバー

 令和５年８月25日 現在

 自動運転車事故調査委員会

 委員長 須 田 義 大

 委 員 河 合 英 直

 委 員 高 橋 信 行

 委 員 中 川 由 賀

 委 員 浜 岡 秀 勝

 委 員 深 尾 隆 則

 委 員 藤 田 悟 郎

 (田久保 宣晃※) 

 ※ 令和５年３月まで

本報告書の調査は、自動運転車
の事故について、自動運転車事
故調査委員会により、自動運転
車に係る事故の原因を調査・分
析し、同種事故の再発防止と被
害の軽減に寄与することを目的
として行われたものであり、事
故の責任を問うために行われた
ものではない。



原因

 事故の原因は、以下のような複合的な要因
が重なったことによるものと考えられる。

 要因：

 運転者の予測及び判断の遅れ

 交通誘導員及び被害者の挙動

 関係者による安全対策と認識の共有

 関連する事項

 運転システムにおける障害物検知・減速機能



再発防止等に資する提言
 運転自動化技術を利用した車両の社会実装に当たって

の総合的な交通安全確保の重要性について

 人間ドライバが運転操作を行う状況が存在する自動運転車
等に関する提言
 運転自動化技術を利用した車両の運転者について

 運転自動化技術を利用した車両について

 運転自動化技術を利用した車両による移動サービスの運行
に関わる関係者等について
 安全対策に関する認識の共有について

 自動運転レベルについての正確な情報共有等について

 身体障がい者等の安全な通行確保のための措置について

 将来の自動運転車による移動サービス（自動運転レベル３
以上）の実現に向けて

 記録保持の重要性について





運輸安全委員会（参考）

 航空事故調査委員会として発足

 鉄道事故については、鉄道事故調査検討会の成
果をもとに、航空・鉄道事故調査委員会として発足

 海難審判庁の一部と統合 独立性・権限等の強化

 運輸安全委員会設置法 にもとづく組織

 委員は独立

 調査の権限

 調査案件は設置法施行規則による



今後求められる活動

 原因の究明・再発防止策、被害軽減策の提言

 調査報告書の公開

 調査・関係者からの情報収集の在り方

 被害者や遺族の方々への配慮

 事故情報・インシデント情報の共有

 ミクロな個別案件とマクロな事故・インシデント情報の区別

 調査案件以外についてのデータベース（CF鉄道安全DB）
 交通事故総合分析センター、一般社団法人モビリティ・イ

ノベーション・アライアンス等の中立組織の活用


